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― 平成２９年における労働災害の発生状況（確定）― 

死亡者数は前年同数の２０人 

死傷者数は１，８３９人、対前年比１１８人(６％)減少 

 

福島労働局（局長 森戸和美）では、管内における平成２９年（１月～１２月）の労働災

害発生状況をとりまとめました（別添「平成２９年における労働災害の発生状況の概要」参

照）。 

その概要は以下のとおり。 

 

１－１ 休業４日以上の死傷災害の発生状況 

 

 

休業４日以上の死傷者数は全産業で１，８３９人と、前年の平成２８年と比較すると１１

８人（６．０％）の減少となった。東日本大震災以後の死傷者数は２，０００人を超え、増

加傾向にあったが、平成２７年から減少に転じ、東日本大震災以後では最少となった。一方、

過去最少となった平成２１年（１，７６１人）と比較すると７８人（４．４％）多く、依然

として高い水準にある。 

 業種別では、製造業が４２０人と最も多く、次いで建設業が３７３人、商業が２６８人、

道路貨物運送業が１８３人の順となっている。 

建設業については、東日本大震災以後の復旧・復興工事や住宅新築などの影響により平成

２４年以後は５００人前後で推移していたが、平成２７年からは３年連続で前年を下回った。

東日本大震災以後で死傷者数が最も多かった平成２６年と比較すると１５８人（２９．８％）

の減少となっている。 

 なお、復旧・復興工事での死傷者数は４３人と、平成２８年と比較すると３４人（４４．

２％）減少している。また、建設業の死傷者数のうち復旧・復興工事の死傷者数は４２人と、

建設業の死傷者数の１１．３％を占めている。そのうち、除染等作業での死傷者数は１８人
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と、平成２８年と比較すると３３人（６４．７％）減少しているが、建設業における復旧・

復興工事の死傷者数の４２．９％を占めている。 

 

１－２ 事故の型別死傷災害発生状況 

 

 

２－１ 死亡災害の発生状況 

  

全産業の死亡者数は、東日本大震災後最少であった平成２８年と同数の２０人となった。

東日本大震災後最も多かった平成２５年及び平成２６年の３１人と比較すると１１人（３

５％）減少している。 

 業種別では、建設業が８人と最も多く、次いで商業が５人、製造業が２人、鉱業が２人な

どの順となっている。 
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全産業の死傷者数を「事故の型」

（※）別でみると、「転倒」が４３

７人（２３．８％）と最も多く、

次いで「墜落・転落」が３２４人

（１７．６％）、「はさまれ・巻き

込まれ」が２３９人（１３．０％）

などの順となっている。 

※「事故の型」とは、傷病を受けるも

ととなった起因物が関係した現象

で、労働災害の類型を表している。 



２－２ 事故の型別死亡災害発生状況 

 

 

３ 第１２次労働災害防止計画における目標達成状況 

 

 第１２次労働災害防止計画（平成２５年４月～平成３０年３月）において、休業４日以上

の死傷者数を平成２４年比で１５％以上、死亡者数を平成２４年比で１５％以上減少させる

ことを目標に労働災害防止活動を展開してきた。 

 その結果、平成２９年の死亡者数は２０人と、平成２４年比で２３％（６人）の減少とな

った。一方、平成２９年の休業４日以上の死傷者数は１，８３９人と、平成２４年比で９．

４％（１９０人）減少したものの、目標である１５％以上の減少（１，７２４人以下）は達

成できなかった。 
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減少率９．４％ 

1,724 

全産業の死亡者数を「事故の型」別

でみると、「交通事故（道路）」が８

人で全体の４０．０％を占め、次い

で「墜落・転落」３人（１５．０％）、

「はさまれ・巻き込まれ」３人（１

５．０％）、「激突され」２人（１０．

０％）などの順となっている。 



＜参考＞ 

１．休業４日以上の死傷者数については、商業で１５人増加したものの、建設業で４８人、

製造業で３１人、林業で２０人減少するなど、主要産業で減少したことにより、前年比で

１１８人の減少となった。 

２．死亡者数については、建設業で２人減少したものの、鉱業で２人増加したことにより、

前年と同数の２０人となった。なお、「交通事故（道路）」による死亡災害が毎年、全体の

３０％程度を占めているが、平成２９年は前年比で４人増加し、全体の４０％を占めてい

る。 

 

＜今後の取組＞ 

 福島労働局では、第１３次労働災害防止計画（２０１８年４月～２０２３年３月）の目標

達成に向けて、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉作業や除染等業務、東日本大震災復旧・

復興工事における労働災害防止をはじめ、建設業、製造業、林業、第三次産業（商業等）、陸

上貨物運送事業における災害防止や転倒災害防止、交通労働災害防止等を重点とした労働災

害防止を徹底することとしている。 
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平成２９年における労働災害の発生状況の概要 

 

１ 休業４日以上の死傷災害発生状況 

  （１）労働災害による休業４日以上の死傷者数の推移【別添、図１参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     労働災害による休業４日以上の死傷者数は、平成元年以降、平成２１年に過去

最少の１，７６１人を記録し、平成２３年までは１，７００人台で推移していた。

その後、平成２４年に２，０００人台に急増して以後、３年連続して２，０００

人台で推移していたところ、平成２７年には４年ぶりに２，０００人を下回り、

平成２８年は対前年比で若干増加したものの、引き続いて２，０００人を下回っ

た。平成２９年は１，９００人を下回り、対前年比で１１８人（６．０％）減少

し、１，８３９人となった。 

 

（２）業種別死傷災害発生状況【別添、表１、表２参照】 
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２ 

 

  業種別では、製造業が４２０人と最も多く、次いで建設業が３７３人、商業２

６８人、道路貨物運送業が１８３人の順となっている。 

  前年の平成２８年と比較すると建設業が４８人（１１．４％）減、製造業が３

１人（６．９％）減、道路貨物運送業が１２人（６．２％）減となったものの、

商業では１５人（５．９％）増となっている。 

製造業では、化学工業が１２人（３７．５％）増、金属製品製造業が９人（２

２．０％）増となったものの、食料品製造業が９人（７．７％）減、一般機械器

具製造業が１３人（３８．２％）減となったこと等により、製造業全体で３１人

の減少となっている。 

建設業については、東日本大震災以後の復旧・復興工事や住宅新築などの影響に

より平成２４年以後５００人前後で推移していたが、２７年、２８年、２９年と３

年連続して対前年比で減少している。ただし、東日本大震災前の平成２２年の２９

５人までには減少していない。 

     なお、復旧・復興工事での死傷者数は４３人（前年７７人）となっている。また、

建設業の死傷者数のうち復旧・復興工事の死傷者数は４２人と、建設業の死傷者数

の１１．３％（前年１８．３％）を占めている。そのうち、除染等作業での死傷者

数は１８人（前年５１人）と、建設業における復旧・復興工事の死傷者数の４２．

９％（前年６６．２％）を占めている。 

 

  （３）全産業の事故の型別発生状況【別添 表３参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    全産業の死傷者数を「事故の型」別でみると、例年同様に、「転倒」が４３７人（２

３．８％）と最も多く、次いで「墜落・転落」が３２４人（１７．６％）、「はさま

れ・巻き込まれ」が２３９人（１３．０％）の順となっている。 
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３ 

 

 

２ 労働災害による死亡災害発生状況 

  （１）労働災害による死亡者数の推移【別添、図１参照】 

  労働災害による死亡者数は、平成元年以降において、平成７年の６１人をピー

クに長期的には減少しており、平成２１年の死亡者数が１８人と過去最少となっ

た。 

その後、東日本大震災以降、増加に転じ、３０人前後で推移していたが、平成

２７年には３年ぶりに３０人を下回る２３人となり、平成２８年は２０人と２年

連続で減少し、平成２９年は前年と同数の２０人となった。東日本大震災後では

最少と同数となったものの、過去最少であった平成２１年（１８名）と比較する

と、若干多い状況にある。 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業種別発生状況【別添表１、表２、表４、表５参照】 
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４ 

 

  業種別では、建設業が８人と最も多く、次いで商業５人、製造業２人、鉱業

２人、道路貨物運送業、貨物取扱業、その他の事業が各１人となっている。 

      平成２８年と比較すると、建設業で２人減少、鉱業で２人、道路貨物運送業で１

人、貨物取扱業で１人の増加、製造業と商業で平成２８年と同数となった。建設業

の死亡者数は、東日本大震災前の平成２２年は６人で、その後は１０人台で推移し

ていたが、７年ぶりに１桁台の８人となった。 

 

  （３）事故の型別発生状況【別添：表４参照】 

     事故の型別では、「交通事故（道路）」が８人と最も多く、次いで「墜落・転落」

が３人、「はさまれ・巻き込まれ」が３人、「激突され」が２人、「飛来・落下」が

１人、「有害物との接触」が１人、「おぼれ」が１人、「爆発・破裂」が１人となっ

ている。特に、「交通事故（道路）」による死亡災害が前年の４人から８人に倍増

し、全体の４０％を占めた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【添付資料】 

  図１  福島県における労働災害発生の推移（平成元年～平成２９年） 

表１ 平成２９年労働災害発生状況（平成２９年１月１日～１２月３１日） 

表２ 平成２９年震災復旧・復興工事における労働災害発生状況 

表３ 平成２９年事故の型別起因物別労働災害発生状況 

表４ 平成２９年死亡災害発生状況（署別、業種別、事故の型別、起因物別） 

表５ 平成２９年全産業死亡災害概要 

     表６ 平成２９年労働災害発生状況対比表（署別）  

 

 

交通事故（道

路）8人40% 

墜落・転落 

3人15% 

はさまれ・巻き

込まれ3人15% 

激突され 

2人10% 

飛来・落下 

1人5% 

有害物との接触 

1人5% 

おぼれ 

1人5% 

爆発・破裂 

1人5% 

平成２９年事故の型別死亡者数 



3
0

0
4

 
3

0
3

8
 

2
7

9
9

 

2
7

9
5

 

2
6

8
5

 
2

5
7

3
 

2
4

1
9

 2
1

9
5

 

2
3

1
9

 

2
1

7
8

 1
9

7
6

 

2
2

3
9

 

2
1

5
3

 

2
0

4
1

 

2
0

4
3

 1
9

6
9

 

2
1

0
1

 
2

1
1

5
 

2
0

1
2

 

2
0

6
7

 

1
7

6
1

 
1

7
8

6
 

1
7

8
5

 

2
0

2
9

 
2

0
8

0
 

2
0

8
4

 1
9

0
9

 
1

9
5

7
 

1
8

3
9

 

5
8

 
6

0
 

5
6

 
4

9
 

3
9

 

5
1

 

6
1

 

5
0

 
4

5
 

3
2

 

4
4

 

3
4

 
3

9
 

3
7

 
3

0
 

2
9

 
3

3
 

2
5

 

3
4

 
3

5
 

1
8

 
1

9
 

3
0

 
2

6
 

3
1

 
3

1
 

2
3

 

2
0

 

2
0

 

05
0

1
0

0

1
5

0

2
0

0

2
5

0

3
0

0

0

5
0

0

1
0

0
0

1
5

0
0

2
0

0
0

2
5

0
0

3
0

0
0

3
5

0
0

元
年

 
2
年

 
3
年

 
4
年

 
5
年

 
6
年

 
7
年

 
8
年

 
9
年

 
1

0
年

 
1

1
年

 
1

2
年

 
1

3
年

 
1

4
年

 
1

5
年

 
1

6
年

 
1

7
年

 
1

8
年

 
1

9
年

 
2

0
年

 
2

1
年

 
2

2
年

 
2

3
年

 
2

4
年

 
2

5
年

 
2

6
年

 
2

7
年

 
2

8
年

 
2

9
年

 

 
図
１

 
福
島
県
に
お
け
る
労
働
災
害
発
生
の
推
移
（平

成
元
年
～
平
成
２
９
年
）

 

死
傷
者
数

 
死
亡
者
数

 

55



表１

福島労働局

年別 　平成 ２９ 年　 　平成 ２８ 年　 　対前年比　

業種別 死亡 死 傷 者 死亡 死傷者 増減数 増減率（％）

20 1839 20 1957 -118 -6.0

2 420 2 451 -31 -6.9

食 料 品 製 造 業 1 108 2 117 -9 -7.7

繊 維 工 業 ・ 繊 維製 品製 造 業 9 8 1 12.5

木 材 、 木 製 品 製 造 業 30 33 -3 -9.1

家 具 、 装 備 品 製 造 業 7 11 -4 -36.4

パルプ、紙、紙加工品製造業 9 15 -6 -40.0

印 刷 製 本 業 7 5 2 40.0

化 学 工 業 44 32 12 37.5

窯 業 土 石 製 品 製 造 業 30 36 -6 -16.7

鉄 鋼 業 9 13 -4 -30.8

非 鉄 金 属 製 造 業 6 3 3 100.0

金 属 製 品 製 造 業 50 41 9 22.0

一 般 機 械 器 具 製 造 業 21 34 -13 -38.2

電 気 機 械 器 具 製 造 業 30 35 -5 -14.3

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 29 27 2 7.4

電 気 、 ガ ス 、 水 道 業 4 6 -2 -33.3

そ の 他 の 製 造 業 1 27 35 -8 -22.9

2 9 0 8 1 12.5

土 石 採 取 業 2 9 8 1 12.5

そ の 他 の 鉱 業  

8 373 10 421 -48 -11.4

土 木 工 事 業 4 94 3 95 -1 -1.1

建 築 工 事 業 3 164 3 181 -17 -9.4

そ の 他 の 建 設 業 1 115 4 145 -30 -20.7

1 211 0 216 -5 -2.3

鉄 道 ・ 道 路 旅 客 運 送 業 25 20 5 25.0

道 路 貨 物 運 送 業 1 183 195 -12 -6.2

上 記 以 外 の 運 輸 交 通 業 3 1 2 200.0

1 11 10 1 10.0

陸 上 貨 物 取 扱 業 8 8 0 0.0

港 湾 荷 役 業 1 3 2 1 50.0

37 1 68 -31 -45.6

林 業 25 1 45 -20 -44.4

10 15 -5 -33.3

6 768 7 768 0

商 業 5 268 5 253 15 5.9

金 融 広 告 業 15 21 -6 -28.6

保 健 衛 生 業 147 151 -4 -2.6

接 客 娯 楽 業 125 135 -10 -7.4

清 掃 ・ と 畜 業 90 1 85 5 5.9

上 記 以 外 の 事 業 1 123 1 123 0 0.0
（注）  労働者死傷病報告（休業４日以上）による。

上 記 以 外 の 事 業 小 計

平成２９年労働災害発生状況 (平成２９年１月～１２月）

【確定】

全 業 種 合 計

製 造 業 小 計

鉱 業 小 計

建 設 業 小 計

運 輸 交 通 業 小 計

貨 物 取 扱 業 小 計

農 林 業

畜 産 ・ 水 産 業
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表
２

平
成
２
９
年
震
災
復
旧
・
復
興
工
事
に
お
け
る
災
害
発
生
状
況
(休
業
４
日
以
上
の
死
傷
災
害
）
（
平
成
2
9
年
1
月
～
1
2
月
）
【
確
定
】

福
島

郡
山

い
わ
き

会
津

白
河

須
賀
川

喜
多
方

相
馬

富
岡

計
死
亡
者

1
1

死
傷
者

11
7

2
0

0
0

0
2

2
1

4
3

死
亡
者

1
0

0
0

0
0

0
0

1
2

死
傷
者

29
7

4
0

1
1

0
1
1

2
4

7
7

○
　
事
故
の
型
別
発
生
状
況
　

年
年

事
故
の
型

業
種

平
成
2
9
年

1
月
～
1
2
月

平
成
2
8
年

1
月
～
1
2
月

5
(0
)

3
(0
)

15
(0
)

7
(0
)

5
（
１
）

1
0
（
0
）

6
(0
)

2
(0
)

12
(1
)

8
(1
)

2
（
0
）

9
（
0
）

4
(0
)

1
(0
)

4
(0
)

2
(0
)

3
5
（
0
）

5
8
（
2
）

2
(0
)

0
(0
)

5
(0
)

3
(0
)

1
（
0
）

0
（
0
）

1
(0
)

0
(0
)

2
(0
)

1
(0
)

4
3
（
1
）

7
7
（
2
）

4
(0
)

1
(0
)

7
(0
)

4
(0
)

8
(1
)

2
(0
)

11
(0
)

9
(0
)

3
(0
)

2
(0
)

8
(0
)

6
(0
)

3
(0
)

3
(0
)

3
(1
)

3
(1
)

2
(0
)

0
(0
)

1
(0
)

1
(0
)

0
(0
)

0
(0
)

1
(0
)

1
(0
)

3
(0
)

3
(0
)

6
(0
)

4
(0
)

2
(0
)

1
(0
)

2
(0
)

2
(0
)

43
(1
)

18
(0
)

77
(2
)

51
(2
)

※
（　
）内

は
死
亡
者
数
で
内
数

　
　
　
合
　
　
　
計

切
れ
、
こ
す
れ

※
死
傷
者
数
に
は
工
事
の
た
め
に
移
動
中
の

交
通
事
故
に
よ
る
死
傷
者
は
含
ま
な
い
。

高
温
・低

温
の
物
と
の

踏
み
抜
き

交
通
事
故
（道

路
）

動
作
の
反
動
、
無
理

福
島
労
働
局
労
働
基
準
部

健
康
安
全
課

そ
の
他

崩
壊
、
倒
壊

合
計

激
突
さ
れ

（
　
　
）
は
死
亡
者
数
で
内
数

は
さ
ま
れ
、
巻
き
込
ま

※
除
染
工
事
は
そ
の
他
の
建
設
業
に
分
類

転
　
　
倒

建
築
工
事
業

激
　
　
突

そ
の
他
の
建
設
業

飛
来
、
落
下

そ
の
他
の
業
種

土
木
工
事
業

震
災
復
旧
工
事
関
係

平
成
2
9
年

1
月
～
1
2
月

平
成
2
8
年

1
月
～
1
2
月

○
　
業
種
別
発
生
件
数

平
成
２
９
年
1月

～
12
月

平
成
２
８
年
1月

～
１
2月

死
傷
者
数

死
傷
者
数

う
ち
除
染
等
作
業
で
の

死
傷
者
数

死
傷
者
数

う
ち
除
染
等
作
業
で
の

死
傷
者
数

墜
落
、
転
落
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表
３

福
島
労
働
局

墜 落 ・ 転 落

転 倒

激 突

飛 来 ・ 落 下

崩 壊 ・ 倒 壊

激 突 さ れ

は さ ま れ ・ 巻 き

込 ま れ

切 れ ・ こ す れ

踏 み 抜 き

お ぼ れ

高 温 ・ 低 温 の 物

と の 接 触

有 害 物 等 と の 接

触

感 電

爆 発

破 裂

火 災

交 通 事 故 ( 道

路 )

交 通 事 故 ( そ の

他 )

動 作 の 反 動 ・ 無

理 な 動 作

そ の 他

分 類 不 能

計

3
5

6
9

2
1
6

9
2

6
8

0
0

6
0

0
0

0
0

0
0

1
0

0
2
0
8

原
動
機

0
動
力
伝
導
機
構

6
1

7
木
材
加
工
用
機
械

1
3

2
1
2

3
1

4
9

建
設
機
械
等

1
4

4
1

2
8

1
3

1
1

3
5

金
属
加
工
用
機
械

2
2

1
6

1
0

3
0

一
般
動
力
機
械

1
1

1
3

4
4
4

2
5

6
8
5

車
両
系
木
材
伐
出
機
械
等

1
1

2
1
0
0

3
0

2
0

9
3

1
9

6
5

3
0

0
0

0
0

0
0
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1
1
5
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0

0
0
3
7
5

動
力
ク
レ
ー
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等

8
2

1
5

1
1

1
2
8

動
力
運
搬
機

8
9

8
1
1

8
3

1
1

4
6

2
2
3

5
2
0
6

乗
物

3
2
2

7
3

8
1

9
1

1
5

1
4
1

そ
の
他
の
装
置

8
8

4
9

1
5

1
5

6
1
6

3
2

3
8

2
0

1
5

3
1

2
1

0
1

0
1
6

0
0
3
0
0

圧
力
容
器

1
1

2
化
学
設
備

1
1

溶
接
装
置

1
1

炉
・
窯
等

2
2

4
電
気
設
備

1
2

1
1

5
人
力
機
械
工
具
等

6
4

3
1

1
1

1
1

3
2

1
1

2
7
2

用
具

8
6

3
1

5
1
1

4
3

1
3

6
2

5
1
0

1
7
6

そ
の
他
の
装
置
・
設
備

2
1
1

6
1

1
8

6
2

2
3
9

1
1
7
2
6
8

3
0

4
1

3
9

2
4

0
1

0
0

0
0

0
2

0
3
6

0
0
4
7
7

仮
設
物
・
構
築
物
・
建
設
物
等

1
1
7
2
6
8

3
0

4
1

3
9

2
4

1
2

3
6

4
7
7

3
1
0

8
2
3

6
1
0

2
2

2
0

4
0

4
9

0
1

1
0

1
0

7
0

0
1
2
9

危
険
物
・
有
害
物
等

1
2

8
1

1
2

材
料

3
1
0

8
2
2

6
1
0

2
2

2
0

4
2

1
1

1
7

1
1
7

5
3

6
1
5

5
2

1
4

2
0

0
1

0
0

0
0

0
1

0
3
6

1
0

9
1

荷
5

3
6

1
5

5
2

1
4

2
1

1
3
6

1
9
1

8
5
5

2
6

4
9

4
3

0
2

1
3

2
0

0
0

0
2

0
4

8
0
1
2
2

環
境
等

8
5
5

2
6

4
9

4
3

2
1
3

2
2

4
8

1
2
2

0
1
7

6
0

0
7

1
0

0
0

1
0

0
0

0
0

0
0

9
3

7
5
1
3
7

そ
の
他
の
起
因
物

6
5

1
1

1
1
0

5
2
9

起
因
物
な
し

1
1

1
6

8
3

2
3
1
0
6

分
類
不
能

2
2

3
2
4
4
3
7

9
3

8
1

2
7

8
2
2
3
9
1
3
6

1
0

2
4
1

1
4

1
3

2
0
1
2
2

1
2
0
3

1
6

5
1
,8
3
9

荷 環
境
等

そ
の
他

計

平
成
２
９
年
事
故
の
型
別
起
因
物
別
労
働
災
害
発
生
状
況
　
(確
定
)

動
力
機
械

物
上
げ
装
置
、
運
搬
機
械

仮
設
物
・
構
築
物
・
建
設
物
等

物
質
、
材
料

事
故
の

起
因
物
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表４

（署別）

（業種）

福島労働局

その他の事業 1 1 0

合計 20 20 0

接客娯楽業 0

清掃業 1 -1

金融広告業 0

保健衛生業 0

畜産･水産・農業 0

商業 5 5 0

陸上貨物取扱業 1 1

林業 1 -1

運輸交通業 1 1

道路貨物運送業 1 1

土石採取業 2 2

建設業 8 10 -2

業種 平成２９年 平成２８年 増減

製造業 2 2 0

1 0

合　計 20 8 8 20 4 10 0

富　岡 2 1 1 2

1

相　馬 2 1 1 1

喜多方 1 1

0

須賀川 0

白　河 1 1 1

2 1

会　津 1 1 4 2 2 -3

いわき 5 1 3 4 1

福　島 4 2 1 5 1 2 -1

郡　山 4 3 1 3 2 1

平成２９年死亡災害発生状況（平成２９年１月～１２月）
【確定】

署
平成２９年 平成２８年同期

増減
総数 内交通事故 内建設業 総数 内交通事故 内建設業
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表４

（起因物別）

平成２９年事故の型別業種別

墜 落
・

転 落
転 倒 激 突

飛 来
・

落 下

崩 壊
・

倒 壊

激突さ
れ

はさま
れ ・巻
き込ま
れ

切 れ
・

こ す れ

有 害
物との
接 触

おぼれ
爆 発
破 裂

交 通
事 故

その他
分 類
不 能

合 計

1 1 2

1 1 2

2 1 1 1 3 8

1 1
道路貨物運送業

1 1

1 1

0

0

1 4 5

0

0

0

0

1 1

3 0 0 1 0 2 3 0 1 1 1 8 0 0 20合 計

商 業

金 融 広 告 業

保 健 衛 生 業

接 客 娯 楽 業

清 掃 業

その他の事業

土 石 採 取 業

建 設 業

運 輸 交 通 業

貨 物 取 扱 業

林 業

畜産･水産・農業

合計 20 20 0

　　　　　事故の型

業　種

製 造 業

2 1

合計 20 20 0 その他 1 -1

分類不能 0 環境等 3

2

その他 1 -1 荷 0

交通事故 8 4 4 物質、材料 2

3 -3

爆発・破裂 1 1
仮設物、建築
物、構築物等 3 5 -2

おぼれ 1 1 用具

3 1

有害物との接触 1 1 その他の装置 1 1

高温・低温の物
との接触 1 -1 乗物 4

0

切れ・こすれ 0 動力運搬機 5 2 3

はさまれ・巻き込まれ 3 2 1 動力クレーン等

0

激 突 さ れ 2 2
車両系木材伐
出機械等 1 -1

崩壊・倒壊 3 -3 一般動力機械

飛来・落下 1 1 金属加工用機械 0

激 突 0 建設機械等 2

転 倒 2 -2 木材加工用機械 0

2 0

２８年 増減

墜落・転落 3 7 -4 動力機械 1 -1

（事故の型別）

事 故 の 型 ２９年 ２８年 増減 起 因 物 ２９年
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表５ 

 

 

平成２９年全産業死亡災害概要（平成 29 年 1 月～12 月）  

 

 【確定】 

福島労働局 

  

番 

 

 

号 

              

      

発 生 月 日      

 

管 轄 署      

（発生場所） 

 

業  種 

 

 

労働者数 

 

被 災 者 

 

事故の型 

 

 

起 因 物     

 

 

災 害 発 生 状 況 

 

 

 

備  考 

 

 

発注者 

 

性別 

 

年齢 

 

職 種 

 

１ 

 

１月２０日 

 

 

福島 

（米沢市） 

 

そ の 他

の 小 売

業 

 

４０名 

 

男 

 

２９ 

 

営業員 

 

交通事故

（道路） 

 

乗用車、バ

ス、バイク 

 

 営業のため軽自動車で国道

１３号線の下り車線を米沢市

方面に向かって走行中、トン

ネル内で対向車線にはみ出

し、対向してきた大型トラッ

クと衝突した。 

 

 

 

２ 

 

１月３０日 

 

 

富岡 

（双葉郡） 

 

採石業 

 

 

５名 

 

男 

 

６０ 

 

作業員 

 

は さ ま

れ・巻き込

まれ 

 

掘削用機

械 

 

 採石場内で石材等に積った

雪の除雪作業を行っていた

が、石材等から離れた場所で

排水路を作るため側溝部分の

盛り土作業中のドラグ・ショ

ベルに近づき、後進してきた

ドラグ・ショベルのクローラ

部分に両足を轢かれた。 

 

 

 

 

３ 

 

２月１７日 

 

 

いわき 

（いわき市） 

 

港 湾 海

岸 工 事

業 

 

 

３０名 

 

男 

 

３７ 

 

作業員 

 

おぼれ 

 

水 

 

 港湾海岸工事において、船

舶内に宿泊していたが、工事

施工中の岸壁近くの海上に浮

かんでいるところを発見され

た。船舶から海上に転落し、

溺れたものとみられる。 

 

国 

 

４ 

 

３月８日 

 

 

福島 

（福島市） 

 

パン・菓

子 製 造

業 

 

６名 

 

男 

 

５０ 

 

作業員 

 

爆発 

 

炉・窯 

 

 焼き菓子製造に使うガスオ

ーブンを温めるためスイッチ

を入れたが点火せず、ガスが

臭かったので換気をした後、

再度ガスオーブンのスイッチ

を入れたところガスオーブン

が爆発した。 
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表５ 

 

 

 

５ 

 

４月２２日 

 

 

白河 

（白河市） 

 
鉄骨・鉄

筋コンク

リート造

家屋建築

工事業 

 

16名 

 

男 

 

６４ 

 

作業員 

 

墜落・転落 

 

作業床、歩

み板 

 自動倉庫内部のウレタン耐

火コート吹付作業中、吹付作

業場所を移動するため、作業

床を移動しているとき、作業

床の端部から約 11メートル下

の床面に墜落した。病院に収

容されたが５月６日に死亡し

た。 

 

民間 

 

６ 

 

４月２６日 

 

 

相馬 

（南相馬市） 

 

そ の 他

の 卸 売

業 

 

９名 

 

男 

 

４４ 

 

作業員 

 

墜落・転落 

 

屋根・は

り、もや、

けた、合掌 

 倉庫のスレート屋根の破損

箇所にブルーシートを掛ける

ため、スレート屋根の上を移

動していたところ、スレート

を踏み抜き、約６メートル下

のコンクリート床面に墜落し

た。 

 

 

７ 

 

５月２９日 

 

 

いわき 

（いわき市） 

 

採石業 

 

５名 

 

男 

 

５７ 

 

建設機

械運転

者 

 

飛来・落下 

 

爆発性の

物等 

 採石場で石を採掘するため

爆薬により破砕した際、飛び

散った約１８センチメートル

の石が、約５０メートル離れ

た場所でドラグ・ショベルに

よりダンプトラックへ採石の

積込み作業を中断し運転席で

退避していた被災者の腹部を

直撃した。 

 

 

８ 

 

６月２４日 

 

 

相馬 

（相馬郡） 

 

港 湾 荷

役業 

 

４９名 

 

男 

  

３３ 

 

ク レ ー

ン 運 転

士 

 

は さ ま

れ・巻き込

まれ 

 

コンベア 

 アンローダ内の石炭用ベル

トコンベアのプーリーとベル

トの間に頭部等が巻き込まれ

ているところを発見された。 

 

 

９ 

 

７月１日 

 

 

会津 

（会津若松市） 

 

木 造 家

屋 建 築

工事業 

 

３名 

 

男 

  

３８ 

 

作業員 

 

墜落・転落 

 

屋根・は

り、もや、

けた、合掌 

プレハブ倉庫の屋根（高さ

２．８ｍ）上のコンパネの荷

下ろし作業の終了後、地面に

横たわっている被災者を発見

した。屋根から墜落したもの

とみられる。 

 

民間 

 

10 

 

７月１４日 

 

 

いわき 

（いわき市） 

 

港 湾 海

岸 工 事

業 

 

２名 

 

男 

  

６１ 

 

作業員 

 

は さ ま

れ・巻き込

まれ 

 

掘削用機

械 

漁港沖で作業台船により消

波ブロックの撤去作業中、台

船上に仮置きされた消波ブロ

ックの位置をドラグ・ショベ

ルで調整していたところ、近

くにいた被災者がドラグ・シ

ョベルのカウンターウエイト

と船体の仕切り壁との間に挟

まれた。 

 

県 
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表５ 

 

 

 

11 

 

８月７日 

 

 

福島 

（二本松市） 

 

派遣業 

 

４名 

 

男 

 

６３ 

 

作業員 

 

有害物等

との接触 

 

異常環境

等 

産業廃棄物最終処分場にお

いて、埋立地の浸透水を溜め

る原水槽の中で水量を調査し

ていたところ、意識を失い原

水槽の中に転落した。 

 

 

12 

 

８月２６日 

 

 

郡山 

（郡山市） 

 

そ の 他

の 道 路

貨 物 運

送業 

 

２５名 

 

男 

 

３３ 

 

運転手 

 

交通事故

（道路） 

 

トラック 

宅配先の前の道路にトラッ

クを停車させ、宅配するため

トラックから離れたとき、ト

ラックが逸走し始めたので、

止めようとして運転席に飛び

乗ったものの、道路脇のコン

クリート壁と宅配トラックと

の間に挟まれた。 

 

 

13 

 

９月７日 

 

 

郡山 

（田村郡） 

 

ク リ ー

ニング 

業 

 

１８名 

 

男 

 

７３ 

 

作業員 

 

激突され 

 

立木等 

太陽光発電設備の施設整備

における貯水池を造成するた

め、同僚作業員が杉の木Ａを

チェーンソーで伐倒したとこ

ろ、隣の径の細い杉の木Ｂに

倒れかかり、その重みで杉の

木Ｂが退避していた被災者の

方向に倒れ、被災者がその下

敷きとなった。 

 

 

14  

 

９月１３日 

 

 

郡山 

（石川郡） 

 

そ の 他

の 卸 売

業 

 

１６名 

 

男 

 

２９ 

 

営業員 

 

交通事故

（道路） 

 

トラック 

営業のため社用車で片側一

車線の高速道路を走行中、片

側交互通行の交通規制により

停車していた２台の車輌の後

ろに停車していたところ、後

続のタンクローリー車に追突

され、前に停車していた２台

の車輌との玉突き事故となっ

た。 

 

 

15 

 

９月１５日 

 

 

喜多方 

（河沼郡） 

 

新 聞 販

売業 

 

９名 

 

男 

 

７０ 

 

配達員 

 

交通事故

（道路） 

 

乗用車、バ

ス、バイク 

原動機付自転車で新聞配達

中、農道を南に向かって走行

し県道交差点に入ったとき、

東から走行してきた中型トラ

ックと出会い頭に衝突した。 
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表５ 

 

 

 

16 

 

１０月１６日 

 

 

郡山 

（田村市） 

 
鉄骨・鉄

筋コンク

リート造

家屋建築

工事業 

 

４名 

 

男 

 

６３ 

 

型枠大

工 

 

交通事故

（道路） 

 

乗用車、バ

ス、バイク 

現場での作業終了後、被災

者を含む３名が社用車に乗合

わせ帰宅中、別の現場での作

業終了した作業者２名を迎え

に行き駐車したが、被災者が

降車して道路を横断しようと

したところ、走行してきた車

に轢かれた。 

 

民間 

 

17 

 

１１月８日 

 

 

いわき 

（いわき市） 

 

新 聞 販

売業 

 

２５名 

 

男 

 

６９ 

 

配達員 

 

交通事故

（道路） 

 

乗用車、バ

ス、バイク 

バイクにより新聞配達中、

道路反対にある配達先に行く

ため、片側２車線の道路を横

切ろうと追い越し車線を進入

したところ、追い越し車線後

方から走行してきた一般車両

と衝突した。 

 

 

18 

 

 

１１月８日 

 

 

福島 

（福島市） 

 

道 路 建

設 工 事

業 

 

７０名 

 

男 

 

６０ 

 

運転者 

 

交通事故

（道路） 

 

トラック 

１０トンダンプトラックで

土砂を除染現場に運搬し、荷

卸し後、空車で会社に帰る途

中、道路左側の縁石に接触し、

その反動で右側の倉庫に接触

した後、ハンドルを左に切っ

たところ、道路左側の縁石を

越えて民家に激突した。 

 

民間 

 

19 

 

11月 16日 

 

 

富岡 

（田村市） 

 

そ の 他

の 建 設

業 

 

３名 

 

男 

 

６２ 

 

運転者 

 

交通事故

（道路） 

 

トラック 

資材を会社から現場へ運ぶ

ため、軽ワゴン車に資材を積

んで片側一車線の国道を走行

中、道路左側の路肩から車道

に出てきた大型ダンプに追突

した。 

 

民間 

 

20 

 

12月 16日 

 

 

いわき 

（いわき市） 

 

道 路 建

設 工 事

業 

 

２名 

 

男 

 

５６ 

 

作業者 

 

激突され 

 

金属材料 

県道脇の落石防護用の金網

内側に堆積した土砂（高さ約

１．５ｍ）を除去するため、

金網下端にワイヤロープを通

してドラグ・ショベルのフッ

クに掛け金網を捲り上げ、金

網をコイル状ワイヤーで固定

した後、ワイヤロープをフッ

クから外したとき、固定した

コイル状ワイヤーが解け、捲

り上げられていた金網が被災

者に当たり、その反動で被災

者が道路に頭部から転落し

た。 

 

県 
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表
６

【
確

定
】

死
亡

死
傷

数
死

亡
死

傷
数

死
亡

死
傷

数
死

亡
死

傷
数

死
亡

死
傷

数
死

亡
死

傷
数

死
亡

死
傷

数
死

亡
死

傷
数

死
亡

死
傷

数
死

亡
死

傷
数

２
８

年
2
0

1
9
5
7

5
4
4
2

3
4
3
4

4
3
6
9

4
1
9
8

1
1
4
4

0
1
3
0

0
5
4

1
1
3
0

2
5
6

２
９

年
2
0

1
8
3
9

4
4
1
5

4
3
8
8

5
3
3
9

1
2
0
3

1
1
7
1

0
1
0
1

1
5
6

2
1
1
3

2
5
3

増
減

率
0
.0

-
6
.0

 
-
2
0
.0

 
-
6
.1

 
3
3
.3

-
1
0
.6

 
2
5
.0

-
8
.1

 
-
7
5
.0

 
2
.5

0
.0

1
8
.8

　
-
2
2
.3

 
　

3
.7

1
0
0
.0

-
1
3
.1

 
0
.0

-
5
.4

 
２

８
年

2
4
5
1

1
8
9

9
4

1
0
6

3
1

1
4
8

4
1

1
6

2
2

4
２

９
年

2
4
2
0

1
9
5

1
7
0

8
7

2
6

6
5

3
4

1
8

2
2

3
増

減
率

0
.0

-
6
.9

 
２

８
年

2
1
1
7

1
3
1

2
6

2
7

1
0

1
1
1

5
4

3
0

２
９

年
1

1
0
8

1
3
6

2
4

2
4

4
7

4
5

4
0

増
減

率
-
5
0
.0

 
-
7
.7

 
２

８
年

0
8

2
1

1
0

2
0

1
1

0
２

９
年

2
9

1
0

1
3

4
0

0
0

0
1

1
増

減
率

　
1
2
.5

２
８

年
1
0

4
2
1

2
1
2
4

2
6
6

2
5
4

2
3
4

3
0

1
5

1
4

1
4
0

1
4
4

２
９

年
8

3
7
3

1
9
0

1
6
1

3
5
6

1
4
7

1
2
4

9
1
1

3
6

1
3
9

増
減

率
-
2
0
.0

 
-
1
1
.4

 
２

８
年

0
2
1
6

3
7

7
0

4
9

1
8

9
1
4

1
1
8

0
２

９
年

1
2
1
1

4
4

1
6
9

3
5

1
8

1
3

1
8

1
1
1

2
増

減
率

　
-
2
.3

 
２

８
年

0
1
9
5

3
6

6
4

4
1

1
3

9
1
4

1
1
7

0
２

９
年

1
1
8
3

3
3

1
6
4

3
2

1
0

1
3

1
8

1
1
0

2
増

減
率

　
-
6
.2

 
２

８
年

0
1
0

4
3

2
0

0
0

0
1

0
２

９
年

1
1
1

2
5

2
0

0
1

0
1

1
0

増
減

率
　

1
0
.0

２
８

年
1

8
3

1
2

1
1
9

1
3

1
5

9
1
0

1
4

0
２

９
年

0
4
7

1
0

7
4

1
0

6
4

1
4

1
増

減
率

　
-
4
3
.4

 
２

８
年

1
4
5

6
1

1
0

2
1
4

7
2

1
3

0
２

９
年

0
2
5

3
3

2
8

3
2

1
2

1
増

減
率

　
-
4
4
.4

 
２

８
年

7
7
6
8

2
1
7
4

1
8
1

2
1
4
4

2
1
0
0

4
6

5
0

2
1

4
4

1
8

２
９

年
6

7
6
8

2
1
7
3

1
1
7
6

1
1
5
2

9
8

6
3

3
5

1
2
5

1
3
9

7
増

減
率

-
1
4
.3

 
0
.0

２
８

年
3

1
7
7

2
4
7

4
5

2
2

1
1
9

1
2

1
3

8
1
1

0
２

９
年

3
2
0
3

1
4
1

5
4

1
3
1

2
5

1
9

1
2

1
9

1
2

0
増

減
率

0
.0

1
4
.7

２
８

年
0

1
1
2

1
5

1
9

3
6

1
6

6
8

4
8

0
２

９
年

0
1
0
7

2
5

2
2

2
7

1
1

7
5

3
7

0
増

減
率

　
-
4
.5

 
２

８
年

0
6
5

1
5

1
7

1
2

1
0

5
3

0
2

1
２

９
年

0
5
8

1
0

1
8

9
7

8
3

2
1

0
増

減
率

　
-
1
0
.8

 

(注
) 
 労

働
者

死
傷

病
報

告
（
休

業
４

日
以

上
）
に

よ
る

。

社
会

福
祉

施
設

飲
食

店

貨
物

取
扱

業

農
林

・
畜

産
・

水
産

業

林
業

そ
の

他
の

事
業

小
売

業

食
料

品
製

造
業

鉱
　

　
　

　
　

業

（
土

石
採

取
業

を
含

む
）

建
設

業

運
輸

交
通

業

道
路

貨
物

運
送

業

製
造

業

平
成

２
９

年
労

働
災

害
発

生
状

況
署

別
対

比
表

（平
成

２
９

年
１

月
～

１
２

月
）

福
島

労
働

局

業
種

年
局

福
島

署
郡

山
署

い
わ

き
署

会
津

署
白

河
署

須
賀

川
署

喜
多

方
署

相
馬

署
富

岡
署

全
産

業
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